
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

 令和５年８月７日（月） 

令和５年度 第２回 北海道社会福祉審議会  

地域福祉支援計画専門分科会  

１．開会挨拶 
 
２．議事 

 (1) 地域福祉を取り巻く状況 

 (2) 現状と課題の整理 

 (3) 見直し後の課題に対応する施策項目 

 (4) 計画の基本的な考え方（施策体系） 
 
３．その他 

２ 第 期 

次 第 

かでる２.７（940研修室） 

【15：00～】 



 

 

 

区分 所 属 氏 名 出席状況 

▶ 高齢・障がい・児童・その他の福祉に関する共通事項 

 １ 北星学園大学 社会福祉学部 教授 岡田 直人 － 

２ 北星学園大学 副学長 中村 和彦 － 

３ 藤女子大学 名誉教授 橋本 伸也 現地 

４ (一社)北海道医師会 副会長 藤原 秀俊 オンライン 

▶ 福祉人材養成・確保 

 ５ (公社)日本介護福祉士養成施設協会 北海道支部 澤田 乃基 － 

６ (社福)北海道社会福祉協議会 副会長 髙江 智和理 現地 

▶ 福祉サービスの適切利用推進･基盤整備 

 ７ (労協)ワーカーズコープ・センター事業団 北海道事業本部長 平本 哲男 オンライン 

▶ 市町村が行う「我が事・丸ごと」への支援 

 ８ (社福)ゆうゆう 理事長 大原 裕介 オンライン 

９ (公財)北海道民生委員児童委員連盟 会長 佐川 徹 － 

10 (社福)禎心会 介護老人福祉施設ら・せれな 施設長 村山 文彦 現地 

１ 
 

北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

専門分科会委員名簿  
独・孤立対策に関する関係団体との連携強化や支援情報の発信 

（敬称略） 
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北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

２ (1) 地域福祉を取り巻く状況－❶ 人口動態 

 道における「地域福祉を取り巻く状況」として掲載する各種統計データについ

ては、地域生活課題と密接に関連するもので、かつ全国値との比較が可能な以下

の項目としたいがどうか。 

本道の人口は、平成10年から減少を続け、現在も全国を上回るスピードで人口減少が続い
ており、このままの状況が続いた場合、令和27年には約400万人になると推計されている。 

１ 人口の推移と将来推計 

127,095,000 
125,325,000 

122,544,000 
119,125,000 

115,216,000 

110,919,000 

106,421,000 5,381,733 
5,216,615 

5,016,554 
4,791,592 

4,546,357 
4,280,427 

4,004,973 

3,300,000

3,600,000

3,900,000

4,200,000

4,500,000

4,800,000

5,100,000

5,400,000

78,000,000

88,000,000

98,000,000

108,000,000

118,000,000

128,000,000

Ｈ27 Ｒ２ Ｒ７ Ｒ12 Ｒ17 Ｒ22 Ｒ27

【全国】 【本道】

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30(2018)年推計）」 （人） 
（人） 

※ Ｒ２以降は推計値（その他は実数） 
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北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

２ (1) 地域福祉を取り巻く状況－❷ 高齢化 

本道の高齢者人口は、平成12年に100万人を超え、平成27年には約155万８千人に達して
いる。高齢化率は、今後、全国平均を上回る伸びで増加し、「団塊の世代」が75歳以上とな
る令和７年には33.5%、「団塊ジュニア世代」が65歳以上となる令和22年には39.6%に達する
と推計されている。 

２ 高齢者人口及び高齢化率 

5,128,688 
4,958,968 

4,841,541 

4,625,254 
4,415,121 

4,139,481 
3,799,100 

3,560,591 
3,517,961 

3,478,558 
3,440,377 

3,345,353 
2,613,964 

354,969 
422,334 

525,942 
618,122 

662,449 
687,950 790,496 

815,750 814,975 793,177 765,216 

705,663 

689,061 

194,518 252,547 318,985 413,430 
543,243 

670,118 
767,891 848,273 860,318 888,492 922,693 980,907 

1,021,916 

10.3%
12.1%

14.6%
17.4%

20.2%

23.0%

26.6%
28.0%

29.1% 29.3% 29.6% 30.0%

35.3%

9.7%
12.0%

14.8%

18.2%

21.4%

24.7%

29.1%

31.8% 32.3% 32.6% 32.9% 33.5%

39.6%

0

5
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35

40

45

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

4,000,000

4,500,000

5,000,000

5,500,000

6,000,000

Ｓ60 Ｈ２ Ｈ７ Ｈ12 Ｈ17 Ｈ22 Ｈ27 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ７ Ｒ22

０～64歳 65～74歳 75歳以上 高齢化率【全国】 高齢化率【本道】

「第８期 北海道高齢者保健福祉・介護保険事業支援計画」 （人） （%） 

※ Ｒ３以降は推計値（その他は実数） 
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北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

２ (1) 地域福祉を取り巻く状況－❸ 少子化 

本道の出生数は、昭和31年以降に年間10万人を下回った後、減少の一途を辿り、令和２年
に３万人を下回った。合計特殊出生率については、昭和39年に初めて全国平均を下回り、令
和３年では1.20と東京都・宮城県に次いで全国で３番目に低い水準になっている。 

３ 少子化の状況 

103,678 
96,666 

89,631 
66,413 

49,950 

41,420 

40,158 

36,695 

35,125 
34,040 

32,642 

31,020 

29,523 

28,762 

2.37 
2.14 

1.91 
1.76 

1.42 

1.26 
1.39 

1.45 1.44 1.43 1.42 
1.36 1.33 1.30 

2.72 

2.13 

1.82 

1.61 

1.31 

1.15 
1.26 

1.31 1.29 1.29 1.27 1.24 1.21 1.20 

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

Ｓ30 Ｓ40 Ｓ50 Ｓ60 Ｈ７ Ｈ17 Ｈ22 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

【本道】出生数

【全国】合計特殊出生率

【全道】合計特殊出生率

（%） （人） 「第４期 北の大地☆子ども未来づくり北海道計画」 
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北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

２ (1) 地域福祉を取り巻く状況－❹ 核家族化 

本道における世帯構造の推移については、平均世帯人数や三世代同居世帯の割合も減少傾
向にあり、核家族化が進んでいる。令和２年時点での平均世帯人数は2.03人、三世代同居世
帯の割合は2.4%となっており、全国よりも核家族化が進展している状況。 

４ 核家族化の状況 

3.14 
2.98 

2.81 
2.66 

2.55 
2.42 

2.33 
2.21 

2.89 
2.72 

2.55 
2.42 

2.31 
2.21 

2.13 
2.03 

15.5%

13.5%

11.2%

10.1%

8.6%

7.0%

5.7%
4.2%

10.1%

8.5%

6.7%
5.9%

4.9%

3.9%
3.2%

2.4%

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

Ｓ60 Ｈ２ Ｈ７ Ｈ12 Ｈ17 Ｈ22 Ｈ27 Ｒ２

【全国】平均世帯人員 【全道】平均世帯人員 【全国】三世代同居割合 【全道】三世代同居割合

「北海道人口ビジョン 改訂版」 （人） （%） 

追加 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 
 

北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

２ (1) 地域福祉を取り巻く状況－❺ 障がい者 

障がい福祉に関する各種支援やサービスを受けるための手帳について、本道における交付
者数は、全国平均と同様、概ね増加傾向にある。 

５ 障害者手帳の交付者数 

297,028 302,696 299,766 302,182 298,536 
294,102 

47,117 51,190 55,049 59,092 
63,048 66,736 

31,369 36,100 
37,463 46,327 48,780 51,295 

5,109,282 
5,231,570 5,227,529 5,148,082 5,087,257 

4,977,249 

832,973 908,988 974,898 1,044,573 1,115,962 1,178,917 

594,504 695,699 
803,653 

921,022 
1,062,700 

1,180,269 

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

H22 H24 H26 H28 H30 Ｒ２

【全道】身体障害者手帳 【全道】療育手帳 【全道】精神障害者保健福祉手帳

【全国】身体障害者手帳 【全国】療育手帳 【全国】精神障害者保健福祉手帳

「第６期 北海道障がい福祉計画」 
（人） 

（人） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 
 

北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

２ (1) 地域福祉を取り巻く状況－❻ ひとり親家庭 

本道におけるひとり親家庭（父母の一方がいない20歳未満で未婚の子を養育する世帯）は
減少傾向にあり、令和２年の母子世帯は約６万世帯、父子世帯は約５千世帯となっている。 

６ ひとり親家庭の状況 

67,817 69,481 
64,262 

59,411 

6,243 5,789 5,504 4,913 

1,040,874 

1,132,504 
1,097,639 1,079,756 

121,881 120,914 112,325 107,268 

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

Ｈ17 Ｈ22 Ｈ27 Ｒ２

【全道】母子世帯 【全道】父子世帯 【全国】母子世帯 【全国】父子世帯

（人） （人） 
総務省「国勢調査」 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 
 

北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

２ (1) 地域福祉を取り巻く状況－❼ 生活保護 

本道の被保護世帯数は、平成28年の123,882世帯をピークとして、その後、緩やかに減少
しており、被保護人員も同様の傾向にあるが、保護率については、引き続き全国を上回る水
準で推移している。 

７ 生活保護の状況 

171,384 170,861 
166,362 

160,543 158,002 155,566 153,498 

120,397 123,074 123,882 123,122 122,904 122,487 122,144 

1.67% 1.70% 1.69% 1.66% 1.64% 1.63% 1.63%

3.13% 3.14% 3.09%
3.02% 3.00% 2.97% 2.96%

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

Ｈ24 Ｈ26 Ｈ28 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

被保護人員 被保護世帯数 【全国】保護率 【全道】保護率

人・ 

世帯 

（%） 
「北海道 生活保護実施概要」 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ 
 

北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

２ (1) 地域福祉を取り巻く状況－❽ ホームレス 

本道におけるホームレスの数は、全国値と同様、基本的には減少傾向にあり、平成28年に
は40人を下回ったが、以降、概ね横ばいの状況が続いている。 

８ ホームレスの状況 

18,564 

16,018 15,759 

13,124 

10,890 

9,576 

8,265 
7,508 

6,541 6,235 
5,534 

4,977 
4,555 

3,992 3,824 
3,448 

3,065 

161 
145 

124 
98 

85 
71 

45 
59 50 

35 44 38 47 
32 36 35 35 

0

50

100

150

200

250

300

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

【全国】 【本道】

厚生労働省「ホームレスの実態に関する全国調査（概数調査）」 

（人） （人） 

ａ 19.7%

ｂ 59.1%

ｃ 7.6%

ｄ 13.5%

ａ．東京都23区

ｂ．指定都市

ｃ．中核市

ｄ．その他

Ｒ５ 

地区別の状況 

ｎ＝3,065 

見直し 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 
 

北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

２ (1) 地域福祉を取り巻く状況－❾ 生活困窮者 

本道の生活困窮者自立支援制度における新規相談件数は、平成27年の制度創設以降、全国
値と同様、概ね横ばいの状況が続いていたが、新型コロナウイルス感染症の影響により、令
和２年に急増し、その後も引き続き高い値となっている。 

９ 生活困窮者の相談状況 

226,411 222,426 229,685 237,665 248,398 

786,163 

555,779 

349,355 

7,899 8,445 8,585 8,664 8,847 

26,064 27,153 

18,822 
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40,000

45,000

50,000

0

100,000

200,000
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700,000

800,000

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

【全国】 【本道】

厚生労働省「生活困窮者自立支援制度支援状況調査」 

（件） （件） 

追加 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11 
 

北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

２ (1) 地域福祉を取り巻く状況－❿ 孤独・孤立 

本道における孤独・孤立の実態を把握する目的で令和４年度に行った道民向けアンケート
調査の結果、孤独感が「しばしばある・常にある」と回答した人の割合は7.5％、「時々ある」
が12.0％、「たまにある」が21.7％となっていた。 

  孤独・孤立に関する状況 

※ 道調査と全国調査は、概ね同時期に実施したものだが、調査方法等が異なることから（前者はWeb
モニター方式、後者は無作為抽出方式）、必ずしも単純比較できるものではない。 

Ｒ４道民向け孤独・孤立状況把握調査 道 

あなたはどの程度、孤独であると感じることがありますか。 

ａ．しばしばある・常にある

ｂ．時々ある

ｃ．たまにある

ｄ．ほとんどない

ｅ．決してない

ａ 7.5%

ｂ 12.0%

ｃ 21.7%
ｄ 42.7%

ｅ 16.3%
ａ 4.9%

ｂ 15.8%

ｃ 19.6%ｄ 40.6%

ｅ 18.4%

ｎ＝2,000 ｎ＝11,218 

Ｒ４孤独・孤立の実態把握に関する全国調査 国 

追加 
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北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

２ (1) 地域福祉を取り巻く状況－⓫ 介護職員の状況 

本道における介護職員の入職率及び離職率は、他の職業に比べて高い状況にあったが、い
ずれについても、令和３年度に下回ることとなった。 

   介護職員の入職率及び離職率 

14.8% 16.3% 17.3% 16.3% 15.8% 16.0% 15.4% 16.7% 13.9% 14.0%

24.8% 23.8% 24.1%
22.2% 22.6%

18.8%
19.9%

16.9%
18.0%

12.9%

14.8%
15.6% 15.5% 15.0% 15.0% 14.9% 14.6%

15.6%
14.2%

13.9%

19.8%
18.5% 18.5%

20.1% 20.0%

17.8%
17.5%

15.8%
15.6%

11.9%

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

【全職業(全国)】 入職率 【介護職員(本道)】 入職率 【全職業(全国)】 離職率 【介護職員(本道)】 離職率

（%） 

介護職員：介護労働安定センター「介護労働実態調査」 

全 職 業：厚生労働省「雇用動向調査」 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13 
 

北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

２ (1) 地域福祉を取り巻く状況－⓬ 民生委員・児童委員の状況 

本道における民生委員・児童委員の充足率は、全国値と概ね同水準で推移しているが、高
齢化の進展等により、担い手の継続的な確保が課題となっている。 

  民生委員・児童委員の充足率 

12,602 12,596 12,644 12,630 12,574 12,600 12,586 12,505 12,520 12,462 

98.4%

97.4%

97.9%

98.0%

96.8%

97.3%

97.4%

95.7% 96.3%

96.5%

98.4%

97.6%

97.9%

97.8% 97.1%
97.3%

97.2% 96.6%
96.8%

96.3%
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A 現行計画の「現状と課題」  Ｂ 第２期計画における課題 考え方 
 

❶ 地域福祉を支える人づくり 

 (1) 高齢化の進展等に伴って高度化するニ

ーズに対応したサービスの提供 

移

行 
－ 

提供体制関係のため、❷「基

盤づくり」に移行 

(2) 福祉・介護分野における専門職の安定

的な人材確保（離職防止） 

継

続 

(1) 福祉・介護分野における専門職の安定

的な人材確保（離職防止） 
－ 

(3) 身近で福祉活動を担うボランティアや

NPO等の確保 

継

続 

(2) 身近で福祉活動を担うボランティアや

NPO等の確保 
－ 

(4) 制度横断的に連携し、地域福祉の中核

となる人材の育成・確保 

継

続 

(3) 制度横断的に連携し、地域福祉の中核

となる人材の育成・確保 
－ 

(5) 定年後も趣味や様々な活動に意欲的な

アクティブシニアの活躍支援 

継

続 

(4) 定年後も趣味や様々な活動に意欲的な

アクティブシニアの活躍支援 
－ 
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北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

２ (2) 現状と課題の整理－❶ 人づくり 

 平成29年度に設定した現行計画における施策の柱（❶～❸）ごとの「現状と

課題」について、昨今の法制度や社会情勢の変化を勘案し、次のとおり見直し・

整理を行う。 

資料の便宜上、いずれの項目についても、内容を要約の上で記載している。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A 現行計画の「現状と課題」  Ｂ 第２期計画における課題 考え方 
 

❷ 支え合いの基盤づくり 

 (1) 安心した暮らしの確保に向けた地域全
体での支え合いの体制づくり 

継
続 

(1) 安心した暮らしの確保に向けた地域全
体での支え合いの体制づくり 

－ 

(2) 生活困窮者への自立促進と支援の充実 
修
正 

(2) コロナ禍等による経済情勢の影響を受
けやすい生活困窮者への自立支援の充実 

物価高騰等による影響を踏
まえて一部文言修正※ 

(3) 福祉的な支援を必要とする矯正施設出
所者の社会復帰に向けた支援 

継
続 

(3) 福祉的な支援を必要とする矯正施設出
所者等の社会復帰に向けた支援 

※ 

(4) ダブルケアやひきこもりなど制度の狭
間の課題への対応 

修
正 

(4) ダブルケアやひきこもり、孤独・孤立
など制度の狭間の課題への対応 

社会情勢の変化等を踏まえ
て一部文言修正※ 

(5) 交通手段の確保や移動支援のためのサ
ービスの提供 

継
続 

(5) 交通手段の確保や移動支援のためのサ
ービスの提供 

－ 

(6) 社会福祉法人等の健全な運営に向けた
助言と利用者への情報提供 

継
続 

(6) 社会福祉法人等の健全な運営に向けた
助言と利用者への情報提供 

－ 

(7) 福祉サービスの適切な選択に資するた
めの第三者評価の実施 

継
続 

(7) 福祉サービスの適切な選択に資するた
めの第三者評価の実施 

－ 

(8) 高齢者や障がい者など災害時要配慮者
への支援体制の確保 

移
行 

－ 
地域課題への対応として❸
「地域づくり」に移行 

(9) 判断能力が十分でない方が安心して暮
らせるための仕組みづくり 

修
正 

(8) 判断能力に不安がある方への権利擁護
の推進 

社会情勢の変化等を踏まえ
て一部文言修正※ 

－ 
移
行 

(9) 高齢化の進展等に伴って高度化するニ
ーズに対応したサービスの提供 

❶「地域づくり」から移行 
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北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

２ (2) 現状と課題の整理－❷ 基盤づくり 

※ 内容は維持する一方、課題の性質を踏まえ、「福祉共通の取組」として別枠に位置付けることを検討。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A 現行計画の「現状と課題」  Ｂ 第２期計画における課題 考え方 
 

❸ 暮らしやすい地域づくり 

 (1) 住民が主体となり分野を超えてつなが

る地域づくり 

継

続 

(1) 住民が主体となり分野を超えてつなが

る地域づくり 
－ 

(2) 法改正により努力義務化された市町村

地域福祉計画の策定支援 

継

続 

(2) 法改正により努力義務化された市町村

地域福祉計画の策定支援 
※ 

(3) 単独の市町村では困難な取組に対する

広域的支援 

継

続 

(3) 単独の市町村では困難な取組に対する

広域的支援 
－ 

(4) 道の条例に基づくユニバーサルデザイ

ンに沿った福祉のまちづくり 

継

続 

(4) 道の条例に基づくユニバーサルデザイ

ンに沿った福祉のまちづくり 
－ 

(5) 子どもの社会的孤立を防ぐための教育

と福祉分野のさらなる情報共有 

継

続 

(5) 子どもの社会的孤立を防ぐための教育

と福祉分野のさらなる情報共有 
※ 

(6) 商店街の活性化など他分野と連携して

行う福祉を通じたまちづくり 

修

正 

(6) 地域の活性化に資する他分野と連携し

たまちづくり 

社会情勢の変化等を踏まえ

て一部文言修正※ 

－ 
移

行 

(7) 高齢者や障がい者など災害時要配慮者

への支援体制の確保 
❷「基盤づくり」から移行 

－ 
追

加 

(8) 外国人材の受入促進と多文化共生社会

に向けたまちづくり 

第１回分科会でのご意見を

踏まえて設定 
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北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

２ (2) 現状と課題の整理－❸ 地域づくり 

※ 内容は維持する一方、課題の性質を踏まえ、(2)は「市町村への支援」として、(5)及び(6)は「福祉共通

の取組」として別枠に位置付けることを検討。 
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北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

２ (3) 見直し後の課題に対応する施策項目－Ⅰ 新たな柱の追加 

 第２期計画の施策体系は、社会情勢の変化や道内市町村における計画策定状況

を念頭に、第１回分科会での議論を踏まえ、国のガイドラインも参考としつつ、

３つの「施策の柱」に次の２つを加え、計５本としたいがどうか。 

都道府県計画の趣旨目的（市町村における地域福祉の支援）を踏ま

え、道内市町村における計画の策定率（63.1%）も勘案の上、重点的

事項として施策の柱に設定。 

 
市町村の 

体制づくり 

感染症危機や物価高騰等の影響により多様化する支援ニーズへの

対応に向け、官民が連携の上、地域全体での取り組むことが求められ

ている施策について、重点的事項として施策の柱に設定。 

 
福祉共通の 

仕組みづくり 

 +２ 

  
  

地域づくり 

  
支え合いの 

基盤づくり 

  
  

人づくり 

３ 

４ 

５ 

 +１ 

上記２つの柱を追加することにより、『市町村支援』

『福祉共通の取組推進』という道計画の役割を一層明確

化するとともに、国ガイドラインに定める「５つの盛り

込むべき事項」との並びを整理。 

新たな柱の追加による効果 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A 現行計画の「施策項目」  Ｂ 第２期計画の「施策項目」 考え方 
 

－ 
移

行 
[1] 地域福祉計画の推進支援 ❺「地域づくり」から移行 

－ 
追

加 

[2] 市町村の地域特性に応じた広

域的支援 

広域分散・社会資源の偏重など特性

を踏まえた支援が重要であるため 

－ 
追

加 

[3] 地域福祉の推進に関する認識

共有の場づくりや情報提供 

各市町村が一体となって地域福祉を

推進していくことが重要であるため 
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北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

２ (3) 見直し後の課題に対応する施策項目－Ⅱ－❶ 市町村の体制づくり 

 地域福祉計画の全国的な策定率が８割超となっている中、道内市町村では６割台にとどまっている。こうした

ことは、人口１万人未満の小規模市町村が約７割を占め、社会資源が偏っていることなどが要因と考えられるた

め、計画の着実な策定と実効性ある見直しの推進はもとより、市町村単独での取組が困難な施策や全道的な認識

共有・情報連携の場づくりなどについて、広域的な見地から支援を行っていくことが重要である。 

１ 市町村の体制づくり 

(1) 法改正により努力義務化された市町村地域福祉計画の策定支援 

(2) 市町村の人口規模や特性に応じた地域福祉に関する取組の推進 

(3) 市町村間での認識共有や情報連携を図るための仕組みづくり 
 

見直し後の 

「現状と課題」 

※ (2)及び(3)は現行計画に記載の課題等を基として新たに設定 

 「現状と課題」の見直し（内容の追加や修正、移行）に伴い、柱ごとに定めて

いる「施策項目」についても、次のとおり整理を行う。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A 現行計画の「施策項目」  Ｂ 第２期計画の「施策項目」 考え方 
 

－ 
移

行 

[1] セーフティネットや権利擁護

など分野横断的な支援の充実 

❹「基盤づくり」及び❺「地域づくり」

から移行 

－ 
追

加 

[2] 制度の狭間にある課題を有す

る方への支援体制の構築 

既存の制度だけでは対応できない方

への支援が重要であるため 

－ 
追

加 

[3] 居住や就労等に課題を抱える

方への他分野と連携した支援 

地域福祉の推進には福祉以外の分野

との連携が欠かせないため 
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北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

２ (3) 見直し後の課題に対応する施策項目－Ⅱ－❷ 福祉共通の仕組みづくり 

２ 福祉共通の仕組みづくり 

(1) コロナ禍等による経済情勢の影響を受けやすい生活困窮者への自立支援の充実 

(2) 福祉的な支援を必要とする矯正施設出所者等の社会復帰に向けた支援 

(3) ダブルケアやひきこもり、孤独・孤立など制度の狭間の課題への対応 

(4) 判断能力に不安がある方への権利擁護の推進 

(5) 子どもの社会的孤立を防ぐための教育と福祉分野のさらなる情報共有 

(6) 地域の活性化に資する他分野と連携したまちづくり 

 
見直し後の 

「現状と課題」 

 地域福祉（支援）計画は、社会福祉法上、「地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福

祉の各分野における共通的な事項」を記載する、いわゆる「上位計画」とされている。こうした位置付けを踏ま

えると、福祉共通の取組内容（生活困窮者支援、共生型サービス、自殺対策、再犯防止、権利擁護等）や課題等を

明らかにし、重点的に取り組んでいくことは、同計画の最も重要な役割の一つといえる。 

 また、ダブルケア、ケアラー、ひきこもり、孤独・孤立といった制度の狭間にある方への支援や他分野との連

携は、地域福祉を推進していく上で特に大切な視点である。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A 現行計画の「施策項目」  Ｂ 第２期計画の「施策項目」 考え方 
 
[1] 地域福祉を担う人材の確保と

資質向上 

継

続 

[1] 地域福祉を担う人材の確保と

資質向上 
－ 

－ 
追

加 

[2] 地域課題の発見や解決に向け

た人材の養成 

幅広く地域課題の解決に取り組む多

様な支援者の確保が重要であるため 

[2] 地域福祉の核となる次世代の

育成 

継

続 

[3] 地域福祉の核となる次世代の

育成 
－ 
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北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

２ (3) 見直し後の課題に対応する施策項目－Ⅱ－❸ 人づくり 

３ 地域福祉を支える人づくり 

地域福祉の推進に当たっては、福祉専門職をはじめ、民生委員・児童委員やNPO法人、ボランティアといった

福祉活動の担い手を継続的に確保していくほか、コミュニティソーシャルワーカー・共生型コーディネーター・

生活支援コーディネーターなど関係機関との連携・調整役となる支援者を養成することで、複雑化・多様化する

ニーズに対応していくことが必要。 

(1) 福祉・介護分野における専門職の安定的な人材確保（離職防止） 

(2) 身近で福祉活動を担うボランティアやNPO等の確保 

(3) 制度横断的に連携し、地域福祉の中核となる人材の育成・確保 

(4) 定年後も趣味や様々な活動に意欲的なアクティブシニアの活躍支援 

 
見直し後の 

「現状と課題」 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A 現行計画の「施策項目」  Ｂ 第２期計画の「施策項目」 考え方 
 
[1] 希望や自立につなぐセーフテ

ィネットの整備 

修

正 

[1] 地域福祉の基盤となる体制づ

くり 

セーフティネット関係（困窮者支援・

生活保護）の移行に伴って文言整理 

[2] 福祉サービスにおける基盤整

備の促進 

継

続 

[2] 福祉サービスにおける基盤整

備の促進 
－ 

[3] 災害時に備えた地域支援体制

の構築 

移

行 
－ 

地域課題への対応として❺「地域づ

くり」に移行 

[4] 権利擁護体制の充実 
移

行 
－ 

様々な分野に通ずる課題として❷

「福祉共通の仕組みづくり」に移行 

－ 
追

加 

[3] 市町村が実施する福祉に関す

る相談支援体制の確立 

「現状と課題」(5)に対応する施策

項目として追加 
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北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

２ (3) 見直し後の課題に対応する施策項目－Ⅱ－❹ 基盤づくり 

市町村が実施する福祉に関する相談支援体制やサービス提供体制確立のための基盤整備を促進するとともに、

道民が安心してサービスを選択・利用できるよう、社会福祉事業の適正な運営を確保するなど、安心した暮らし

の実現に向けて地域で支え合う基盤づくりを推進する。 

４ 支え合いの基盤づくり 

(1) 安心した暮らしの確保に向けた地域全体での支え合いの体制づくり 

(2) 交通手段の確保や移動支援のためのサービスの提供 

(3) 社会福祉法人等の健全な運営に向けた助言と利用者への情報提供 

(4) 福祉サービスの適切な選択に資するための第三者評価の実施 

(5) 高齢化の進展等に伴って高度化するニーズに対応したサービスの提供 

 
見直し後の 

「現状と課題」 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A 現行計画の「施策項目」  Ｂ 第２期計画の「施策項目」 考え方 
 

[1] 地域福祉計画の推進支援 
移

行 
－ 

都道府県計画の最たる目的の一つと

して❶「市町村の体制づくり」に移行 

[2] 住民主体による支え合いの地

域づくり 

継

続 

[1] 住民主体による支え合いの地

域づくり 
－ 

[3] ユニバーサルデザインのまち

づくり 

修

正 

[2] ユニバーサルデザインと多文

化共生のまちづくり 

「現状と課題」(3)及び(5)に対応す

る施策項目として文言整理 

[4] 他分野との連携 
移

行 
－ 

様々な分野に通ずる課題として❷

「福祉共通の仕組みづくり」に移行 

－ 
移

行 

[3] 災害時に備えた地域支援体制

の構築 
❹「基盤づくり」から移行 
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２ (3) 見直し後の課題に対応する施策項目－Ⅱ－❺ 地域づくり 

社会福祉にとって重要な早期発見・早期対応に向けた「予防的福祉」の視点に立ち、近隣住民や民生委員・児

童委員等による見守りなど日常的な地域活動として行われる住民主体の支え合いをはじめ、災害時の対応やユニ

バーサルデザイン等の考え方に沿った地域づくりを推進する。 

５ 暮らしやすい地域づくり 

(1) 住民が主体となり分野を超えてつながる地域づくり 

(2) 単独の市町村では困難な取組に対する広域的支援 

(3) 道の条例に基づくユニバーサルデザインに沿った福祉のまちづくり 

(4) 高齢者や障がい者など災害時要配慮者への支援体制の確保 

(5) 外国人材の受入促進と多文化共生社会に向けたまちづくり 

 
見直し後の 

「現状と課題」 
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２ (4) 計画の基本的な考え方（施策体系） 
 

第２期 北海道地域福祉支援計画の全体像  

主
題 

  安心して心豊かに暮らすことのできる地域共生社会の実現 目指す姿 
  ★改正法の趣旨に照ら
して現行テーマを維持

＿ 
あ 市町村における地域福祉の支援 共通理念 （法第108条） 

５ 
つ 
の 
柱 

  
福祉共通の 

仕組みづくり   

 

 

 ２ 

▶ セーフティネット
や権利擁護など分野
横断的な支援の充実  
▶ 制度の狭間にある
課題を有する方への
支援体制の構築  
▶ 居住や就労等に課
題を抱える方への他
分野と連携した支援 

地域福祉を支える  

人づくり   

 

 

 ３ 

▶ 地域福祉を担う人
材の確保と資質向上 

  
▶ 地域課題の発見や
解決に向けた人材の
養成  
▶ 地域福祉の核とな
る次世代の育成 

支え合いの 

基盤づくり   

 

 

 ４ 

▶ 地域福祉の基盤と
なる体制づくり 

  
▶ 福祉サービスにお
ける基盤整備の促進 

  
▶ 福祉に関する相談
支援体制の確立 

暮らしやすい 

地域づくり   

 

 

 ５ 

▶ 住民主体による支
え合いの地域づくり 

  
▶ ユニバーサルデザ
インと多文化共生の
まちづくり  
▶ 災害時に備えた地
域支援体制の構築 

柱 
ご 
と 
の 
施 
策 
項 
目 

  

 

市町村の 

体制づくり   

 

 

▶ 地域福祉計画の推
進支援 

  
▶ 市町村の地域特性
に応じた広域的支援 

  
▶ 地域福祉の推進に
関する認識共有の場
づくりや情報提供 

１ 

１ 計画の位置付け、期間等 

Point 

… 社会福祉法に基づき策定する福祉分野の上位計画であって、道の「特定分野別計画」である旨を記
載。計画期間は、関連する個別計画（高齢・障がい分野等）との整合を図るため、６年で設定。 

２ 地域福祉を取り巻く状況 

Point 

… 少子高齢化や核家族化の動向、生活困窮者や孤独・孤立の状況、介護人材や民生委員・児童委員の
充足率など、地域福祉に関する統計を全国値と比較して掲載。 
 ３ ５つの柱に対応した取組 

Point 

… 福祉の各分野で共通的に取り組むべき事項のうち、法制度の改正や社会情勢の変化等を勘案して、
特に重要と考えられる取組（市町村支援、困窮者支援、重層事業、孤独・孤立等）を重点的に記載。 


